
防衛省訓令第３６号

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）及び行政

不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成２６年法律第６９号）の施行に伴い、並びに関係

法令の規定に基づき、行政不服審査法及び行政不服審査

法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に

伴う関係訓令の整備等に関する訓令を次のように定める。

平成２８年３月３１日

防衛大臣 中谷 元

行政不服審査法及び行政不服審査法の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係

訓令の整備等に関する訓令

（懲戒手続に関する訓令の一部改正）

第１条 懲戒手続に関する訓令（昭和２９年防衛庁訓令

第１１号）の一部を次のように改正する。

第２２条及び第２３条第１項中「第７７条第２項」

を「第７７条第３項」に改める。

別表第１２中「第４６条第○号」を「第４６条第１



項第○号」に、「処分に不服がある場合は」を「処分

を受けた者は、これに不服がある場合には」に、「６

０日」を「３月」に、「不服申立て」を「審査請求」

に改め、同表中「又は決定」を削り、同表中「３箇月

」を「３月」に、「６箇月」を「６月」に改める。

（隊員の分限、服務等に関する訓令の一部改正）

第２条 隊員の分限、服務等に関する訓令（昭和３０年

防衛庁訓令第５９号）の一部を次のように改正する。

別記様式第１中「処分に不服がある場合は」を「処

分を受けた者は、これに不服がある場合には」に、「

６０日」を「３月」に、「不服申立て」を「審査請求

」に改め、同様式中「又は決定」を削り、同様式中「

３箇月」を「３月」に、「６箇月」を「６月」に改め

る。

（防衛大臣の決裁、防衛副大臣の代決、防衛事務次官

の専決及び代決並びに防衛省本省の内部部局における

専決及び代決並びに防衛装備庁長官の専決に関する訓

令の一部改正）



第３条 防衛大臣の決裁、防衛副大臣の代決、防衛事務

次官の専決及び代決並びに防衛省本省の内部部局にお

ける専決及び代決並びに防衛装備庁長官の専決に関す

る訓令（昭和３５年防衛庁訓令第５号）の一部を次の

ように改正する。

第４条中第２８号を第２９号とし、第２７号の次に

次の１号を加える。

(28) 行 政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第

９条第１項の規定による審理員の指名に関するこ

と。

別表第１第２２号中「又は決定」を削り、「不服申

立て」を「審査請求」に改める。

別表第１の２第７号中「異議申立て又は」及び「決

定又は」を削る。

別表第３第５項の表労務管理課の項第３２号中「第

４０条」を「第４５条又は第４６条」に、「第４２条

」を「第５１条」に改める。

（自衛隊法第４９条第１項に規定する審査請求又は異



議申立ての手続に関する訓令の一部改正）

第４条 自衛隊法第４９条第１項に規定する審査請求又

は異議申立ての手続に関する訓令（昭和３７年防衛庁

訓令第６１号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

自衛隊法第４９条第１項に規定する審査請求の手

続に関する訓令

第１条中「又は異議申立て」を削る。

第２条中「又は異議申立て」及び「又は異議申立人

」を削り、「行なう」を「行う」に改める。

第４条第１項中「又は異議申立人」及び「又は異議

申立書」を削り、同条第２項中「又は異議申立人」を

削る。

第５条（見出しを含む。）中「又は決定書」を削る。

第６条中「又は異議申立て」を削る。

第７条中「又は異議申立人」を削る。

第８条中「又は異議申立て」及び「当事者、」を削

り、同条に次の１項を加える。



２ 当事者が、防衛人事審議会から審査請求に係る事

案に関し、令第７４条の２の規定による審理手続の

計画的な進行に係る協力以外の必要な要請を受けた

ときも、前項と同様とする。

（防衛省所管国有財産（施設）の取扱いに関する訓令

の一部改正）

第５条 防衛省所管国有財産（施設）の取扱いに関する

訓令（昭和３８年防衛庁訓令第３０号）の一部を次の

ように改正する。

別記第４号様式中「行政不服審査法（昭和３７年法

律第１６０号）」を「行政不服審査法（平成２６年法

律第６８号）」に、「６０日」を「３月」に、「６箇

月」を「６月」に改める。

（防衛省所管国有財産（船舶等）の取扱いに関する訓

令の一部改正）

第６条 防衛省所管国有財産（船舶等）の取扱いに関す

る訓令（昭和５２年防衛庁訓令第２８号）の一部を次

のように改正する。



別記様式第２中「第１８条第３項」を「第１８条第

６項及び第１９条」に、「行政不服審査法（昭和３７

年法律第１６０号）」を「行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）」に、「６０日」を「３月」に、「

６箇月」を「６月」に改める。

（防衛省本省の情報公開に関する訓令の一部改正）

第７条 防衛省本省の情報公開に関する訓令（平成１３

年防衛庁訓令第３９号）の一部を次のように改正する。

目次中「不服申立て」を「審査請求」に改める。

第６条中「様式第１の２」を「様式第２」に改める。

第１３条第３項中「様式第２又は様式第２の２」を

「様式第３又は様式第４」に、「様式第３又は様式第

３の２」を「様式第５又は様式第６」に改める。

第１５条第１項中「様式第４」を「様式第７」に、

「様式第５」を「様式第８」に改め、同条第２項中「

様式第６」を「様式第９」に改め、同条第３項中「様

式第７」を「様式第１０」に改める。

第１８条中「様式第８」を「様式第１１」に改める。



第１９条中「様式第９」を「様式第１２」に改める。

第２０条中「様式第１０又は様式第１０の２」を「

様式第１３」に、「様式第１０の３又は様式第１０の

４」を「様式第１４」に改める。

第２１条中「様式第１１又は様式第１１の２」を「

様式第１５」に改める。

第２３条第２項中「様式第１２又は様式第１３」を

「様式第１６又は様式第１７」に、「様式第１２の２

又は様式第１３の２」を「様式第１８又は様式第１９

」に改める。

第２４条第１項中「様式第１４」を「様式第２０」

に改め、同条第２項中「様式第１５又は様式第１６」

を「様式第２１又は様式第２２」に改める。

第２６条第２項中「様式第１７」を「様式第２３」

に、「様式第１７の２」を「様式第２４」に改める。

「第５章 不服申立て」を「第５章 審査請求」に

改める。

第２７条中「第１９条」を「第１９条第２項」に、



「様式第１８」を「様式第２５」に改める。

様式第１から様式第１８までを削り、附則の次に様

式として次の２５様式を加える。





























































（防衛省本省の保有する個人情報の開示、訂正及び利

用停止に関する訓令の一部改正）

第８条 防衛省本省の保有する個人情報の開示、訂正及

び利用停止に関する訓令（平成１７年防衛庁訓令第３

４号）の一部を次のように改正する。

目次中「不服申立て」を「審査請求」に改める。

第８条第１項中「様式第１の２」を「様式第２」に

、「様式第１の３」を「様式第３」に改め、同条第２

項中「様式第１の４」を「様式第４」に改める。

第１２条中「様式第１の５」を「様式第５」に改め

る。

第１４条中「様式第１の６又は様式第１の７」を「

様式第６」に、「様式第１の８又は様式第１の９」を

「様式第７」に改める。

第１７条第３項中「様式第２又は様式第２の２」を

「様式第８又は様式第９」に改め、同条第４項中「様

式第３又は様式第３の２」を「様式第１０又は様式第

１１」に改める。



第１９条第１項中「様式第４」を「様式第１２」に

、「様式第５」を「様式第１３」に改め、同条第２項

中「様式第６」を「様式第１４」に改め、同条第３項

中「様式第７又は様式第７の２」を「様式第１５」に

改める。

第２２条中「様式第８」を「様式第１６」に改める。

第２３条中「様式第９」を「様式第１７」に改める。

第２４条第１項中「様式第１０又は様式第１０の２

」を「様式第１８」に、「様式第１０の３又は様式第

１０の４」を「様式第１９」に改め、同条第２項中「

様式第１１又は様式第１１の２」を「様式第２０」に

改める。

第２６条第２項中「様式第１２」を「様式第２１」

に、「様式第１２の２」を「様式第２２」に改める。

第２８条第１項中「様式第１３」を「様式第２３」

に、「様式第１３の２」を「様式第２４」に、「様式

第１３の３」を「様式第２５」に改め、同条第２項中

「様式第１３の４」を「様式第２６」に改める。



第３３条第３項中「様式第１４又は様式第１４の２

」を「様式第２７又は様式第２８」に改め、同条第４

項中「様式第１５又は様式第１５の２」を「様式第２

９又は様式第３０」に改める。

第３７条中「様式第１６」を「様式第３１」に改め

る。

第３８条中「様式第１７」を「様式第３２」に改め

る。

第３９条第１項中「様式第１８又は様式第１８の２

」を「様式第３３」に改め、ただし書を削り、同条第

２項中「様式第１９又は様式第１９の２」を「様式第

３４」に改める。

第４０条中「様式第２０」を「様式第３５」に改め

る。

第４２条第１項中「様式第２１」を「様式第３６」

に、「様式第２１の２」を「様式第３７」に、「様式

第２１の３」を「様式第３８」に改め、同条第２項中

「様式第２１の４」を「様式第３９」に改める。



第４９条中「様式第２２」を「様式第４０」に改め

る。

第５０条中「様式第２３」を「様式第４１」に改め

る。

第５１条第１項中「様式第２４又は様式第２４の２

」を「様式第４２」に改め、ただし書を削り、同条第

２項中「様式第２５又は様式第２５の２」を「様式第

４３」に改める。

「第５章 不服申立て」を「第５章 審査請求」に

改める。

第５３条第１号中「不服申立て」を「審査請求」に

、「様式第２６」を「様式第４４」に改め、同条第２

号中「不服申立て」を「審査請求」に、「様式第２６

の２」を「様式第４５」に改め、同条第３号中「不服

申立て」を「審査請求」に、「様式第２６の３」を「

様式第４６」に改める。

様式第１から様式第２６の３までを削り、附則の次

に様式として次の４６様式を加える。

























































































































（駐留軍の制限水域に存する漁業権等の行使制限及び

漁船の操業制限等並びにこれらに伴う損失補償に関す

る訓令の一部改正）

第９条 駐留軍の制限水域に存する漁業権等の行使制限

及び漁船の操業制限等並びにこれらに伴う損失補償に

関する訓令（平成１９年防衛省訓令第６２号）の一部

を次のように改正する。

別記第２４号様式中「３０日」を「３箇月」に改め

、「異議の申出」の次に「及び訴えの提起」を加え、

同様式（裏面）中「３０日」を「３箇月」に改め、後

段として次のように加える。

また、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力

及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合

衆国の軍隊の水面の使用に伴う漁船の操業制限等に

関する法律（昭和２７年法律第２４３号）第６条の

規定により、この決定があったことを知った日から

６箇月以内に、国を被告として（訴訟において国を

代表する者は法務大臣）、民事訴訟法（平成８年法



律第１０９号）に規定する裁判所に増額請求の訴え

を提起することができます。

（自衛隊の訓練等に必要な制限水域の設定及びこれに

伴う損失補償に関する訓令の一部改正）

第１０条 自衛隊の訓練等に必要な制限水域の設定及び

これに伴う損失補償に関する訓令（平成１９年防衛省

訓令第６３号）の一部を次のように改正する。

別記第１３号様式中「異議の申出」の次に「及び訴

えの提起」を加え、同様式（裏面）中「３０日」を「

３月」に改め、後段として次のように加える。

また、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第

１０５条第９項及び第１０項の規定により、この決

定があったことを知った日から６月以内に、国を被

告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣

）、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）に規定

する裁判所に増額請求の訴えを提起することができ

ます。

（特別損失補償の処理に関する訓令の一部改正）



第１１条 特別損失補償の処理に関する訓令（平成１９

年防衛省訓令第６４号）の一部を次のように改正する。

別記第５号様式中「３０日」を「３箇月」に改め、

後段として次のように加える。

また、日本国に駐留するアメリカ合衆国軍隊等の

行為による特別損失の補償に関する法律（昭和２８

年法律第２４６号）第５条の規定により、この決定

があったことを知った日から６箇月以内に、国を被

告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣

）、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）に規定

する裁判所に増額請求の訴えを提起することができ

ます。

（駐留軍から返還された民公有土地等の引渡し等に関

する訓令の一部改正）

第１２条 駐留軍から返還された民公有土地等の引渡し

等に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第７５号）の

一部を次のように改正する。

別記第４６号の２様式中「不服申立て」を「審査請



求」に改め、同様式（裏面）第１項中「行政不服審査

法（昭和３７年法律第１６０号）」を「行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）」に、「６０日」を「

３月」に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、同

様式（裏面）第２項中「６箇月」を「６月」に改める。

（駐留軍の用に供する土地等の賃借等の処理に関する

訓令の一部改正）

第１３条 駐留軍の用に供する土地等の賃借等の処理に

関する訓令（平成１９年防衛省訓令第７６号）の一部

を次のように改正する。

第２４条第５項中「土地等調書記載事項異議申立書

」を「土地等調書記載事項異議申出書」に改める。

別記第１４号様式中「異議申立者」を「異議申出者

」に、「土地等調書記載事項異議申立書」を「土地等

調書記載事項異議申出書」に、「申し立てる」を「申

し出る」に改める。

（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全

保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国に



おける合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土

地等の使用等に関する特別措置法の実施に関する訓令

の一部改正）

第１４条 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及

び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日

本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に

伴う土地等の使用等に関する特別措置法の実施に関す

る訓令（平成１９年防衛省訓令第７７号）の一部を次

のように改正する。

第４３条の見出しを「（事件の送致の申立て）」に

改め、同条第１項中「異議申立て」を「申立て」に、

「異議申立書案」を「事件の送致の申立書案」に改め

、同条第２項中「第２２条第４項」を「第２２条第５

項」に改める。

（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律第１

３条に基づく損失補償の処理に関する訓令の一部改正

）

第１５条 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法



律第１３条に基づく損失補償の処理に関する訓令（平

成１９年防衛省訓令第９０号）の一部を次のように改

正する。

別記第３号様式中「３０日」を「３月」に改め、後

段として次のように加える。

また、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する

法律（昭和４９年法律第１０１号）第１７条の規定

により、この決定があったことを知った日から６月

以内に、国を被告として（訴訟において国を代表す

る者は法務大臣）、民事訴訟法（平成８年法律第１

０９号）に規定する裁判所に増額請求の訴えを提起

することができます。

（駐留軍の用に供する土地等の買収等の手続に関する

訓令の一部改正）

第１６条 駐留軍の用に供する土地等の買収等の手続に

関する訓令（平成１９年防衛省訓令第９８号）の一部

を次のように改正する。

別記第４号様式中「申立て」を「申出」に改める。



（沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利

用の推進に関する特別措置法に基づく給付金及び特定

給付金の支給に関する訓令の一部改正）

第１７条 沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適

切な利用の推進に関する特別措置法に基づく給付金及

び特定給付金の支給に関する訓令（平成１９年防衛省

訓令第１０５号）の一部を次のように改正する。

別記第２号様式中「不服申立て」を「審査請求」に

改め、同様式（裏面）第１項中「行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）」を「行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）」に、「６０日」を「３月」

に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、同様式（

裏面）第２項中「６箇月」を「６月」に改める。

別記第３号様式中「不服申立て」を「審査請求」に

改め、同様式（裏面）第１項中「行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）」を「行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）」に、「６０日」を「３月」

に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、同様式（



裏面）第２項中「６箇月」を「６月」に改める。

（武力攻撃事態等及び存立危機事態におけるアメリカ

合衆国等の軍隊の行動に伴い我が国が実施する措置に

関する法律第１４条に基づく損失補償の処理に関する

訓令の一部改正）

第１８条 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍

隊の行動に伴い我が国が実施する措置に関する法律第

１４条に基づく損失補償の処理に関する訓令（平成１

９年防衛省訓令第１１９号）の一部を次のように改正

する。

別記第２号様式中「この通知を受けた日」を「この

決定があったことを知った日」に、「６０日」を「３

月」に、「異議の申立て」を「審査請求」に改め、同

様式（裏面）第１項中「行政不服審査法（昭和３７年

法律第１６０号）」を「行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号）」に、「６０日」を「３月」に、「異

議の申立て」を「審査請求」に改め、同様式（裏面）

第２項中「６箇月」を「６月」に改める。



（武力攻撃事態等及び存立危機事態におけるアメリカ

合衆国等の軍隊の行動に伴い我が国が実施する措置に

関する法律第１５条に基づく土地の使用等に関する訓

令の一部改正）

第１９条 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍

隊の行動に伴い我が国が実施する措置に関する法律第

１５条に基づく土地の使用等に関する訓令（平成１９

年防衛省訓令第１２０号）の一部を次のように改正す

る。

別記第２号様式中「異議の申立て」を「審査請求」

に改め、同様式（裏面）第１項中「行政不服審査法（

昭和３７年法律第１６０号）」を「行政不服審査法（

平成２６年法律第６８号）」に、「知った日から」を

「知った日の翌日から」に、「６０日」を「３月」に

、「異議の申立て」を「審査請求」に改め、同様式（

裏面）第２項中「６箇月」を「６月」に改める。

附 則

１ この訓令は、行政不服審査法の施行の日（平成２８



年４月１日）から施行する。

２ 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであ

って、この訓令の施行前にされた行政庁の処分又はこ

の訓令の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に

係るものについては、なお従前の例による。


